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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第３期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３ 第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は非上場のため市場価格がなく、

合理的に期中平均株価を算定することが困難なため記載しておりません。 

４ 第５期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

５ 第３期中および第３期の１株当たり純資産額は期末発行済株式100,000株から自己株式5,000株を控除した

95,000株により算定しております。 

６ 従業員数欄の〔 〕外数は、臨時雇用者の平均雇用人員であります。また、従業員数に休職者は含まれてお

りません。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年５月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自 平成17年 
  ６月１日 
至  平成17年 
  11月30日

自 平成18年
  ６月１日 
至  平成18年 
  11月30日

自 平成19年
  ６月１日 
至  平成19年 
  11月30日

自 平成17年 
  ６月１日 
至  平成18年 
  ５月31日

自 平成18年
  ６月１日 
至  平成19年 
  ５月31日

売上高 (千円) 3,894,730 4,419,426 3,777,395 8,358,115 8,887,653

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 123,003 207,190 △54,971 525,797 △30,605

中間(当期)純利益又は 
中間純損失（△）

(千円) 72,786 168,047 △41,387 275,984 21,472

純資産額 (千円) 541,660 1,831,989 1,621,966 767,285 1,688,211

総資産額 (千円) 5,353,979 5,765,097 5,611,920 6,080,577 6,363,936

１株当たり純資産額 (円) 5,701.69 16,071.39 14,374.60 7,840.62 14,768.49

１株当たり中間(当期)純
利益金額又は中間純損失
金額（△）

(円) 766.17 1,616.65 △367.88 2,905.10 198.42

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) － 1,586.64 － － 196.28

自己資本比率 (％) 10.1 31.4 28.9 12.2 26.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △19,487 △317,870 14,134 109,783 △351,563

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △156,930 △251,128 △162,023 △407,747 △286,117

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 143,080 455,052 △56,637 261,527 716,998

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高

(千円) 905,980 796,716 791,952 907,399 993,917

従業員数〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
311

〔51〕
332

〔46〕
305

〔28〕
328

〔50〕
347

〔48〕



(2) 提出会社の経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第３期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３ 第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株あたり当期純損失が計上されているた

めため記載しておりません。 

４ 第５期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

５ 第３期中および第３期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、当社株式は非上場の

ため市場価格がなく、合理的に期中平均株価を算定することが困難なため記載しておりません。 

６ 第３期中および第３期の１株当たり純資産額は期末発行済株式100,000株から自己株式5,000株を控除した

95,000株により算定しております。 

７ 従業員数欄の〔 〕外書は、臨時雇用者の平均雇用人員であります。また、従業員数に休職者は含まれてお

りません。 

８ 純資産額の算定にあたり、平成18年５月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自 平成17年 
  ６月１日 
至  平成17年 
  11月30日

自 平成18年
  ６月１日 
至  平成18年 
  11月30日

自 平成19年
  ６月１日 
至  平成19年 
  11月30日

自 平成17年 
  ６月１日 
至  平成18年 
  ５月31日

自 平成18年
  ６月１日 
至  平成19年 
  ５月31日

売上高 (千円) 3,125,793 2,787,592 2,358,650 6,529,866 5,757,904

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 11,485 67,842 118,052 355,596 △332,140

中間(当期)純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 8,971 66,861 142,056 200,362 △176,578

資本金 (千円) 40,000 359,687 359,687 40,000 359,687

発行済株式総数 (株) 100,000 112,500 112,500 100,000 112,500

純資産額 (千円) 344,334 1,497,711 1,396,328 535,725 1,254,271

総資産額 (千円) 4,623,101 4,766,876 4,867,193 4,938,853 5,054,599

１株当たり純資産額 (円) 3,624.57 13,312.99 12,411.81 5,639.21 11,149.08

１株当たり中間(当期)純
利益金額又は当期純損失
金額(△)

(円) 94.43 643.22 1,262.73 2,109.08 △1,631.78

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) － 631.28 － － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 7.4 31.4 28.7 10.9 24.8

従業員数〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
252

〔46〕
234

〔38〕
195

〔23〕
233

〔43〕
239

〔33〕



２ 【事業の内容】 

(１)事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業のう

ち、グローバルパートナーズ株式会社が営む留学斡旋事業および同社子会社である株式会社ワールドリ

ンクが営む旅行代理事業について、平成19年６月30日の株式譲渡により同２社は連結対象から除外され

たことに伴い、当第１四半期末をもって当該事業から撤退いたしました。この変更以外に、当社グルー

プにおける重要な変更はありません。 
  

(２)主要な関係会社の異動 

当中間連結会計期間において、当社の連結対象子会社であったグローバルパートナーズ株式会社の当

社保有株式540株（議決権比率45％）を平成19年６月30日に312株（議決権比率26％）、平成19年10月１

日に228株（議決権比率19％）売却したことにより、当第１四半期末をもって連結対象から除外いたし

ました。なお、これに伴い同社子会社である株式会社ワールドリンクについても連結対象から除外して

おります。  
  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間における関係会社の異動は次のとおりであります。 

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

（平成19年11月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。また産休等の事由による休職者４名は含めておりません。なお当社グループか

ら当社グループ外への出向者を除いた従業員数であり、グループ外から当社グループへの出向者はありません。 
２ 当中間会計期間において従業員数が42名減少しております。これは主に連結子会社としていたグローバルパートナ

ーズ株式会社およびワールドリンクの連結除外および不採算部門の改廃に伴う自己都合退職によるものでありま
す。 

３ 従業員数欄(外書)内は、臨時雇用者の平均雇用人員数であります。 
４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属しているもので

あります。 
  

(2) 提出会社の状況 

（平成19年11月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。また産休等の事由による休職者４名は含めておりません。なお、当社から他社へ

の出向者を除いた従業員数であり、他社から当社への出向者ありません。 
２ 当中間会計期間において従業員数が44名減少しております。これは主に法人向け営業を強化するため連結子会社で

ある株式会社アルク教育社への転籍および不採算部門の改廃に伴う自己都合退職によるものであります。 
３ ( )内は、臨時雇用者の平均雇用人員数であり、外書きしております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事業はありません。 

区分 名称 住所 資本金(千円) 主要な事業内容

除外
(連結子会社) 
グローバルパートナーズ㈱

東京都新宿区 60,000 留学斡旋事業

除外
(連結子会社) 
㈱ワールドリンク

東京都中央区 45,000 旅行代理店事業

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

教育事業 126（11）

出版事業 74（13）

研修事業 81（ 2）

全社(共通) 24（ 2）

合計 305（28）

従業員数（名） 195（23）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国の住宅金融問題による為替相場や株式市場等の金融

市場の混乱と原油価格高騰など不安定要素は残るものの、国内企業業績は堅調に推移し雇用情勢につい

ても安定し緩やかな景気環境が続きました。 

 当社グループを取り巻く経営環境においては、社会全体が語学能力に関してその必要性を重視し、社

員教育の一環として語学教育を取り入れる企業や実社会で活かせる学校教育を推奨する大学・高等学

校・専門学校の増加などグローバル化の潮流に後押しされる状況となりました。 

  

（教育事業） 

教育事業における通信教育用教材では新規顧客への販売施策推進と既存顧客への継続案内などによ

る営業強化によりＴＯＥＩＣ(R)テスト対策関連の通信教育用教材が堅調に推移いたしました。ｅラ

ーニング教材では「アルクネットアカデミー２」は大学・高等専門学校への新規受注獲得および旧プ

ラットフォームからのバージョンアップ促進強化や、新規コースの開発を積極的に推進いたしまし

た。また「モバイルアカデミー」に代表される携帯端末等のモバイル対応学習サービス、デジタルコ

ンテンツ販売は携帯端末をはじめとするメディア端末の進化に対応する商品開発を推進し、多彩な語

学学習方法を提案できるよう企画開発を推進し、さらに電話による英会話コミュニケーション能力測

定試験「Ｔ－ＳＳＴ」のワークショップ等による営業強化したことで政府機関・大手企業などが人材

育成指標のために採用されることとなりました。このほか語学学習において欠くことのできないコミ

ュニケーションの場を、語学学習者・指導者がインターネット上で自由にネットワークを形成し、互

いの知識や情報を共有できる環境として語学学習コミュニティーサイト「ＡｌｃｏｍＷｏｒｌｄ」を

開設いたしました。 

 一方留学斡旋事業については、不安定な為替相場の変動により海外諸費用が増加したこと、当該対

象事業を運営する連結子会社2社が当第1四半期末をもって連結対象から外れたことにより営業利益へ

の影響がありました。 

 また、前中間連結会計期間は通信教育用教材の出荷形態を新規申込分より分割発送から一括発送へ

変更したことによる出荷時一括売上計上と、既申込分の分割発送による前受金からの振替売上計上が

ありました。従いまして、当中間連結会計期間は売上、営業利益ともに前中間連結会計期間を大幅に

下回っております。 

 これらの結果、売上高は2,072百万円（前中間連結会計期間比29.8%減）、営業利益35百万円（前中

間連結会計期間比91.5%減）となりました。 

（出版事業） 

出版事業においては、第4期より推進した学習参考書およびテスト対策関連書籍の積極的な編集出

版活動の結果、計画どおり堅調に推移しました。当中間連結会計期間の当該事業を取巻く経営環境に

おいて更に学習参考書分野への人材のシフト等を行い、医療・技術等の専門分野に特化した語学書の

開発を推進しております。また学習参考書分野の返品率は約20％を下回る状況（当社年間平均返品率

は38.0％）となっており、出版事業の業績は好転した結果となりました。 

 これらの結果、売上高は1,035百万円（前中間連結会計期間比15.1%増）、営業利益100百万円（前

中間連結会計期間は営業利益４百万円）となりました。 



（研修事業） 

研修事業においては、企業の国際化に向けた人材育成のための研修ニーズが更に増加傾向にあり、

国際ビジネスコミュニケーション能力拡充の語学研修プログラムのカスタマイズ化を行うことで、他

社との差別化を図り営業展開を行っていることから、当該事業の業績は堅調に推移いたしました。 

 これらの結果、売上高は669百万円（前中間連結会計期間比18.0%増）、営業利益61百万円（前中間

連結会計期間比24.3%増）となりました。 

  

 なお全社経費は、当第1四半期末をもって連結対象子会社から2社が外れたこと、経費圧縮および

合理化を積極的に推進したことにより243百万円（前中間連結会計期間比28.6%減）となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は3,777百万円（前中間連結会計期間比14.5%

減）、営業損失46百万円（前中間連結会計期間は営業利益125百万円）、経常損失54百万円（前中間

連結会計期間は経常利益207百万円）、中間純損失41百万円（前中間連結会計期間は中間純利益168百

万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は791百万円となり、前連結会計年度末に比べ  

 201百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであ  

 ります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得た資金は14百万円（前中間連結会計期間は317百万円の支出）となりました。これ

は主に売上債権311百万円の減少、仕入債務212百万円の減少、たな卸資産106百万円の増加によるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は162百万円（前中間連結会計期間は251百万円の支出）となりました。

これは主にグローバルパートナーズ株式会社を連結対象から除外し、同社株式売却による精算に伴うキ

ャッシュ・フローへの影響額が118百万円（純額）の支出となったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は56百万円（前中間連結会計期間は455百万円の収入）となりました。

これは金融機関からの融資額343百万円（純額）と、社債400百万円の償還によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
(単位：千円) 

 
(注) １ 金額は、実際価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 
(単位：千円) 

 
(注) １ 金額は、実際価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループ(当社および連結子会社)は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
(単位：千円) 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前年同期比(％)

教育事業 320,177 △40.8

出版事業 662,729 ＋23.7

研修事業 － －

合計 982,907 △8.7

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前年同期比(％)

教育事業 81,254 △12.3

出版事業 76,190 △8.4

研修事業 188,033 ＋4.9

合計 345,478 △2.7

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前年同期比(％)

教育事業 2,072,849 △29.8

出版事業 1,035,075 ＋15.1

研修事業 669,470 ＋18.0

合計 3,777,395 △14.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

（1）提出会社 

 当中間連結会計期間に以下の設備を譲渡いたしました。 

 
（2）国内子会社 

当中間連結会計期間において設備を譲渡し、また、連結対象であったグローバルパートナーズ株式会
社の当社保有株式の全部を売却したことによる同社設備の減少は以下のとおりであります。 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定 

 しております。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっ 

 てはグループ会議において提出会社を中心に調整を図っております。 

  なお、平成19年11月30日における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

（1）重要な設備の新設 

  

 
(注)１ 完成後の増加能力については、合理的に見積もれないので記載しておりません。 

  ２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

（2）重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地）

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物及び

構築物

工具器具
備品及び
運搬具

ソフトウ
ェア

その他 合計

本社  
 (東京都杉並区)

教育事業 
出版事業

統括業務施設 － － － 61,005 61,005 －

会社名 
（所在地）

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物及び

構築物

工具器具
備品及び
運搬具

ソフトウ
ェア

その他 合計

 ㈱スペースアルク 
(東京都杉並区)

教育事業 事務所設備 － － － 30,731 30,731 －

グローバルパートナー
ズ㈱ 
 (東京都新宿区)

教育事業 事務所設備 2,408 5,371 2,568 － 10,349 25

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力
（注）１総額 既支払額

㈱アルク
 本社 
 (東京都 

 杉並区)
全社 基幹システム 67,400 32,600 自己資金

平成19年
９月

平成20年 
６月

―

㈱アルク
 本社 
 (東京都 

 杉並区)
教育事業

ｅラーニング
システム

20,000 7,176 自己資金
平成19年
８月

平成20年 
７月

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  提出日現在の発行数には、平成20年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換社

債等の権利行使を含む。以下同様。）により発行された株式数は、含まれおりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとお

りであります。 

① 新株予約権 

臨時株主総会の特別決議日(平成17年11月25日) 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年11月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年２月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 112,500 112,500
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 112,500 112,500 ― ―

中間会計期間末現在
(平成19年11月30日)

提出日の前月末現在 
(平成20年１月31日)

新株予約権の数(個) 3,950(注)１ 3,880(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,950 3,880

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり40,000(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年12月９日～
平成21年12月８日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  40,000
資本組入額 20,000

同左



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ
り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、１株当たり行使価額を下回る価額で新株を発行するとき(自己株式の処分、及び転換予約権付株式、
強制転換条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債等の発行が当社普通株式の発行と同視すべきものとさ
れる場合を含む。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果１円未満の端数が生じたときは、こ
れを切り上げる。 

中間会計期間末現在
(平成19年11月30日)

提出日の前月末現在 
(平成20年１月31日)

新株予約権の行使の条件

１ 新株予約権の発行を受け
た権利者が当社もしくは当
社子会社の常勤取締役、常
勤監査役又は従業員である
ときは、当社または該当子
会社における現在の地位
（取締役、監査役、従業員
の地位）を継続的に保有す
る限り、割当を受けた数の
新株予約権の一部または全
部を行使することができ
る。ただし、これ等の地位
を失った場合でも、任期満
了による退任、定年退職、
その他正当な理由があるも
のと取締役会で承認した場
合ならびに相続により新株
予約権を取得した場合はこ
の限りではない。

２ 前項の規定に従い権利行
使が可能となった新株予約
権は、同予約権者が死亡し
たときも相続人１名に限り
これを承継し行使すること
ができる。但し、死亡の時
より１年以内に行使されな
かったときはこの限りでは
ない。

３ 新株予約権の発行を受け
た権利者が新株予約権発行
時において当社との間で契
約を締結している社外の重
要な取引者である場合に
は、新株予約権行使時にお
いても当該契約が有効に存
続している限り、割当を受
けた数の新株予約権の一部
または全部を行使すること
ができる。

４ 各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

５ 新株予約権者は、当社の
普通株式が国内の証券市場
に上場された場合に限り、
新株予約権を行使すること
ができる。

６ その他の条件について
は、当社と新株予約権の割
当を受けた者との間で締結
する新株予約権割当契約に
定めるところによる。

１ 新株予約権の発行を受け
た権利者が当社もしくは当
社子会社の常勤取締役、常
勤監査役又は従業員である
ときは、当社または該当子
会社における現在の地位
（取締役、監査役、従業員
の地位）を継続的に保有す
る限り、割当を受けた数の
新株予約権の一部または全
部を行使することができ
る。ただし、これ等の地位
を失った場合でも、任期満
了による退任、定年退職、
その他正当な理由があるも
のと取締役会で承認した場
合ならびに相続により新株
予約権を取得した場合はこ
の限りではない。

２ 前項の規定に従い権利行
使が可能となった新株予約
権は、同予約権者が死亡し
たときも相続人１名に限り
これを承継し行使すること
ができる。但し、死亡の時
より１年以内に行使されな
かったときはこの限りでは
ない。

３ 新株予約権の発行を受け
た権利者が新株予約権発行
時において当社との間で契
約を締結している社外の重
要な取引者である場合に
は、新株予約権行使時にお
いても当該契約が有効に存
続している限り、割当を受
けた数の新株予約権の一部
または全部を行使すること
ができる。

４ 各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

５ 新株予約権者は、当社の
普通株式が国内の証券市場
に上場された場合に限り、
新株予約権を行使すること
ができる。

６ その他の条件について
は、当社と新株予約権の割
当を受けた者との間で締結
する新株予約権割当契約に
定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。

新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―――――――――― ――――――――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

―――――――――― ――――――――――

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前１株当たり行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

(平成19年11月30日現在) 

 
  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日

－ 112,500 － 359,687 － 319,687

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

平本 照麿 東京都杉並区 29,544 26.26

ＳＵＮＭＡＬＯ株式会社 東京都杉並区下高井戸２-21-14 13,000 11.56

株式会社ウィザス 大阪府大阪市中央区備後町３-６-２ 5,287 4.70

平本 英麿 東京都杉並区 5,000 4.44

平本 順子 東京都杉並区 5,000 4.44

エヌ・ティ・ティレゾナント株式会社 東京都千代田区大手町１-６-１ 5,000 4.44

平本 和子 東京都渋谷区 3,000 2.67

株式会社ベネッセコーポレーション 岡山県岡山市南方３-７-17 3,000 2.67

アルク従業員持株会 東京都杉並区永福２－54－12 2,007 1.78

株式会社ＤＧインキュベーション 東京都渋谷区富ヶ谷２-43-15 2,000 1.78

計 ― 72,838 64.74



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(平成19年11月30日現在) 

 
  

②【自己株式等】 

   該当事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注） 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出までにおいて役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 112,500  112,500
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 112,500 ― ―

総株主の議決権 ― 112,500 ―

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 31,600 25,900 22,300 17,900 21,920 20,300

最低(円) 24,040 21,000 16,800 13,100 15,690 17,900



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年６月１日から平成18年11月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年６月１日から平成19年11月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年６月１日から平成19年

11月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末 

(平成18年11月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年11月30日)

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成19年５月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 796,716 801,952 1,003,917

 ２ 受取手形及び売掛金 1,269,383 1,376,396 1,697,321

 ３ たな卸資産 1,039,507 1,010,462 904,172

 ４ 繰延税金資産 85,519 92,523 73,407

 ５ その他 190,368 157,252 314,574

   貸倒引当金 △ 19,952 △ 24,988 △ 32,150

   流動資産合計 3,361,544 58.3 3,413,599 60.8 3,961,242 62.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 235,860 223,465 232,045

  (2) 工具器具及び備品 206,599 152,027 183,853

  (3) 土地 ※２ 496,450 495,550 495,550

  (4) 建設仮勘定 － 6,195 7,381

  (5) その他 2,321 941,232 43 877,282 3,599 922,429

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん ※４ 138,052 58,402 104,758

  (2) 商標権 130,432 115,049 121,575

  (3) ソフトウェア 760,865 637,973 686,986

  (4) ソフトウェア仮勘定 86,887 40,903 83,492

  (5) その他 15,457 1,131,695 27,345 879,674   15,640 1,012,453

 ３ 投資その他の資産

  (1) 保険積立金 166,640 162,671 168,051

  (2) 繰延税金資産 8,231 158,631 130,226

  (3) その他 155,752 120,171 172,691

    貸倒引当金 － 330,625 △ 110 441,364 △ 3,159 467,810

    固定資産合計 2,403,553 41.7 2,198,320 39.2 2,402,693 37.8

  資産合計 5,765,097 100.0 5,611,920 100.0 6,363,936 100.0



前中間連結会計期間末 

(平成18年11月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年11月30日)

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成19年５月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 316,533 387,567 600,014

 ２ 短期借入金 ※２ 944,808 1,535,356 1,170,547

 ３一年以内償還予定の社債 420,000 399,250 620,000

 ４ 未払金 327,853 260,879 357,599

 ５ 未払法人税等 113,231 37,770 68,374

 ６ 前受金 485,629 447,501 598,082

 ７ 賞与引当金 120,662 70,171 64,745

 ８ 返品調整引当金 73,530 119,400 138,172

 ９ その他 ※３ 248,420 291,233 291,201

   流動負債合計 3,050,668 52.9 3,549,129 63.2 3,908,736 61.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 418,250 － 208,750

 ２ 長期借入金 ※２ 402,261 388,254 494,268

 ３ 繰延税金負債 8,142 － 11,022

 ４ 退職給付引当金 53,785 52,569 52,946

   固定負債合計 882,439 15.3 440,823 7.9 766,987 12.1

   負債合計 3,933,107 68.2 3,989,953 71.1 4,675,724 73.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 359,687 6.2 359,687 6.4 359,687 5.6

 ２ 資本剰余金 375,437 6.5 375,437 6.7 375,437 5.9

 ３ 利益剰余金 1,072,906 18.7 882,018 15.8 926,330 14.6

   株主資本合計 1,808,031 31.4 1,617,143 28.9 1,661,455 26.1

Ⅱ 少数株主持分 23,957 0.4 4,823 0.0 26,755 0.4

  純資産合計 1,831,989 31.8 1,621,966 28.9 1,688,211 26.5

  負債純資産合計 5,765,097 100.0 5,611,920 100.0 6,363,936 100.0



②【中間連結損益計算書】 

 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年６月１日 

 至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年６月１日 

 至 平成19年11月30日)

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成18年６月１日 

 至 平成19年５月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 4,419,426 100.0 3,777,395 100.0 8,887,653 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 2,320,625 52.5 2,044,806 54.1 4,811,981 54.1

   売上総利益 2,098,800 47.5 1,732,588 45.9 4,075,671 45.9

  返品調整引当金戻入額 131,260 3.0 138,172 3.7 131,260 1.5

  返品調整引当金繰入額 73,530 1.7 119,400 3.2 138,172 1.6

  差引売上総利益 2,156,530 48.8 1,751,360 46.4 4,068,759 45.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 2,031,320 46.0 1,797,839 47.6 4,193,903 47.2

  営業利益又は営業損失(△) 125,210 2.8 △46,478 △1.2 △125,143 △1.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 744 655 1,207

 ２ 受取配当金 4 4 4

 ３ 保険解約益 － 13,382 18,186

 ４ 通貨オプション評価益 79,619 2,271 109,467

 ５ 為替差益 5,526 1,211 11,925

 ６ その他 21,690 107,584 2.4 5,707 23,233 0.6 5,228 146,019 1.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 22,082 23,105 40,541

 ２ 株式交付費 1,674 － 1,674

 ３ その他 1,847 25,604 0.5 8,620 31,726 0.8 9,265 51,480 0.6

 経常利益又は経常損失（△） 207,190 4.7 △54,971 △1.4 △30,605 △0.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ － － 763

 ２ 過年度損益修正益 ※３ 63,141 － 63,141

 ３ 関係会社株式売却益 － 63,141 1.4 1,158 1,158 0.0 － 63,905 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※４ 304 3,250 2,060

 ２ 減損損失 ※５ － － 23,087

 ３ 役員退職慰労金 － 304 0.0 5,700 8,950 0.2 － 25,147 0.3

  税金等調整前中間(当期)純 

  利益又は税金等調整前中間 

  純損失（△）

270,027 6.1 △62,763 △1.6 8,152 0.1

  法人税、住民税及び事業税 107,934 34,301 100,277

  法人税等調整額 △7,486 100,448 2.3 △58,544 △24,242 △0.6 △114,137 △13,859 △0.1

  少数株主損益 (減算)1,531 △0.0 (減算)2,866 △0.1 (減算)539 △0.0

  中間(当期)純利益又は 

  中間純損失（△）
168,047 3.8 △41,387 △1.1 21,472 0.2



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

 
  

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 
  

株主資本
少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年５月31日残高(千円) 40,000 － 904,858 △200,000 744,858 22,426 767,285

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 319,687 319,687 639,375 639,375

 中間純利益 168,047 168,047 168,047

 自己株式の処分 55,750 200,000 255,750 255,750

 株主資本以外の項目の中間連結  

 会計期間中の変動額(純額)
1,531 1,531

中間連結会計期間中の変動額合計 

 (千円)
319,687 375,437 168,047 200,000 1,063,172 1,531 1,064,704

平成18年11月30日残高(千円) 359,687 375,437 1,072,906 － 1,808,031 23,957 1,831,989

株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年５月31日残高(千円) 359,687 375,437 926,330 1,661,455 26,755 1,688,211

中間連結会計期間中の変動額

 連結除外に伴う利益剰余金の減少 △2,925 △2,925 △2,925

 中間純損失 △41,387 △41,387 △41,387

 株主資本以外の項目の中間連結  

 会計期間中の変動額(純額)
△21,932 △21,932

中間連結会計期間中の変動額合計 

 (千円)
－ － △44,312 △44,312 △21,932 △66,245

平成19年11月30日残高(千円) 359,687 375,437 882,018 1,617,143 4,823 1,621,966

株主資本
少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年５月31日残高(千円) 40,000  － 904,858  △ 200,000 744,858  22,426  767,285 

連結会計年度中の変動額

  新株の発行 319,687  319,687  639,375  639,375 

  当期純利益 21,472  21,472  21,472 

  自己株式の処分 55,750  200,000  255,750  255,750 

  株主資本以外の項目の連結会計年度 

  中の変動額（純額）
4,329  4,329 

連結会計年度中の変動額合計(千円) 319,687  375,437  21,472  200,000  916,597  4,329  920,926 

平成19年5月31日残高(千円) 359,687  375,437  926,330  － 1,661,455  26,755  1,688,211 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
 

  前中間連結会計期間 

(自 平成18年６月１日 

 至 平成18年11月30日)

   当中間連結会計期間 

 (自 平成19年６月１日 

  至 平成19年11月30日)

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書

 (自 平成18年６月１日 

  至 平成19年５月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  税金等調整前中間(当期)純利益又は純損失（△） 270,027 △ 62,763 8,152

  減価償却費 152,057 145,380 308,920

  商標権償却 9,657 10,088 19,314

  のれん償却額 22,712 19,065 45,425

  減損損失 － － 23,087

  貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 9,663 △ 6,637 1,004

  賞与引当金の増減額(△は減少) △ 8,693 5,425 △ 65,953

  返品調整引当金の増減額(△は減少) △ 57,730 △ 18,772 6,912

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,901 △ 376 3,061

  受取利息及び受取配当金 △ 748 △ 659 △ 1,211

  支払利息 22,082 23,105 40,541

  固定資産除売却損 304 3,250 2,060

  固定資産売却益 － － △ 763

  通貨オプション評価益 △ 79,619 △ 2,271 △ 109,467

  関係会社株式売却益 － △ 1,158 －

  売上債権の増減額(△は増加) 362,912 311,945 △ 19,867

  たな卸資産の増加額 △ 169,573 △ 106,289 △ 34,238

  仕入債務の増減額(△は減少) △ 122,803 △ 212,447 134,657

  前受金の増減額（△は減少） △ 729,966 17,380 △ 617,513

  未払金の増減額（△は減少） 35,840 △ 31,084 31,787

  未払消費税等の増減額(△は減少) 32,451 △ 31,809 58,421

  その他 75,205 33,577 61,541

小計 △ 191,644 94,949 △ 104,128

  利息及び配当金の受取額 730 687 1,180

  利息の支払額 △ 22,640 △ 23,547 △ 41,964

  法人税等の支払額 △ 104,316 △ 57,954 △ 206,651

  営業活動によるキャッシュ・フロー △ 317,870 14,134 △ 351,563

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  定期預金の預入による支出 － － △ 10,000

  投資有価証券の取得による支出 － － △ 1,000

  有形固定資産の取得による支出 △ 50,300 △ 21,845 △ 90,186

  有形固定資産の売却による収入 － 14,364 11,000

  無形固定資産の取得による支出 △ 198,234 △ 124,909 △ 326,151

  無形固定資産の売却による収入 － 80,325 128,310

  連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による 

  支出
－ △ 118,096 －

  連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による 

  収入
－ － 18,887

  連結子会社株式の売却による収入 － 3,500 －

  貸付けによる支出 △ 546 △ 5,100 △ 3,216

  貸付金の回収による収入 768 2,368 1,316

  その他 △ 2,815 7,370 △ 15,077

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 251,128 △ 162,023 △ 286,117



  前中間連結会計期間 

 (自 平成18年６月１日 

  至 平成18年11月30日)

   当中間連結会計期間 

 (自 平成19年６月１日 

  至 平成19年11月30日)

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書

 (自 平成18年６月１日 

  至 平成19年５月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  短期借入れによる収入 590,000 1,350,000 1,390,000

  短期借入金の返済による支出 △ 728,335 △ 792,832 △ 1,258,335

  長期借入れによる収入 150,000 200,000 600,000

  長期借入金の返済による支出 △ 441,738 △ 413,805 △ 889,792

  社債の償還による支出 △ 10,000 △ 400,000 △ 20,000

  新株式の発行による収入 639,375 － 639,375

  自己株式の売却による収入 255,750 － 255,750

  財務活動によるキャッシュ・フロー 455,052 △ 56,637 716,998

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3,265 2,560 7,201

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 110,682 △ 201,964 86,518

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 907,399 993,917 907,399

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 796,716 791,952 993,917



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

株式会社アルク教育社 

株式会社スペースアルク 

グローバルパートナーズ株

式会社 

株式会社ワールドリンク

 すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

株式会社アルク教育社 

株式会社スペースアルク 

株式会社ヒトメディア 

株式会社トランネット 

 当第１四半期において、

グローバルパートナーズ株

式会社の株式について平成

19年６月30日および平成19

年10月1日に、当社保有株

式全ての売却を完了し、当

社連結対象子会社から除外

いたしました。これに伴

い、同社子会社である株式

会社ワールドリンクも連結

対象子会社から除外いたし

ました。 

 ただし、みなし売却日を

平成19年８月31日とし、両

社の第１四半期業績を反映

しております。

 すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

株式会社アルク教育社 

株式会社スペースアルク 

グローバルパートナーズ株

式会社 

株式会社ワールドリンク 

株式会社ヒトメディア 

株式会社トランネット 

 当連結会計年度における

新たな連結対象子会社は以

下のとおりであります。 

株式会社ヒトメディア 

 発行済株式の全てを株式

会社スペースアルクの

100％出資により平成18年

12月26日に設立され、第４

四半期より業績を反映して

おります。 

株式会社トランネット 

 発行済株式49.9％を取得

し、平成19年５月31日をみ

なし取得日として貸借対照

表のみ反映しております。

２ 持分法の適用に関

する事項

該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 

 連結子会社のうち、下記

の会社について中間決算日

が中間連結決算日と異なっ

ておりますが、中間決算日

の差異が３ヶ月を超えない

ため、当該子会社の中間決

算日における中間財務諸表

を使用しております。 

 なお、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整

を行なっております。 

連結子会社 中間決算日

グローバルパート

ナーズ株式会社
9月30日

株式会社ワールド

リンク
9月30日

 

 連結子会社のうち、下記

の会社について中間決算日

が中間連結決算日と異なっ

ておりますが、中間決算日

の差異が３ヶ月を超えない

ため、当該子会社の中間決

算日における中間財務諸表

を使用しております。 

 なお、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整

を行なっております。

連結子会社 中間決算日

株式会社ヒトメデ

ィア
9月30日

株式会社トランネ

ット
9月30日

 

 連結子会社のうち、下記

の会社については決算日が

連結決算日と異なっており

ますが、決算日の差異が３

ヶ月を超えないため、当該

子会社の決算日における財

務諸表を使用しておりま

す。 

 なお、連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行

なっております。

連結子会社 決算日

グローバルパート

ナーズ株式会社
3月31日

株式会社ワールド

リンク
3月31日

 
株式会社ヒトメデ

ィア
3月31日

株式会社トランネ

ット
3月31日



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

 (1)重要な資産の評
価基準および評価
方法

① 有価証券
 a その他有価証券
  時価のあるもの
 中間連結決算期末日の市
場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算
定しております。）

① 有価証券
a その他有価証券

   時価のあるもの
   同左

 

① 有価証券
a その他有価証券
 時価のあるもの
連結決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は、
移動平均法により算定して
おります。）

  時価のないもの
 移動平均法による原価法

 時価のないもの
   同左

 時価のないもの
同左

② デリバティブ 
  時価法

② デリバティブ
同左

② デリバティブ
同左

③ たな卸資産
 ａ 商品・製品
  総平均法による原価法
 なお、製品のうち書籍に
ついては、法人税法の規定
に基づく単行本在庫調整勘
定の限度相当額を評価損と
して計上し、中間連結貸借
対照表上はたな卸資産から
直接控除して表示しており
ます。

③ たな卸資産
ａ 商品・製品
 総平均法による原価法

なお、製品のうち書籍につ
いては、販売可能期間を合理
的に見積もった会社計算に基
づく計上基準による単行本在
庫調整勘定を評価損とし、中
間連結貸借対照表上はたな卸
資産から直接控除して表示し
ております。
（会計処理の変更）
 単行本在庫調整勘定による
評価減額の計算方法を、法人
税法に基づいて、該当する決
算日前６ヶ月の販売実績を基
準として計上してまいりまし
た。しかしながら、当社出版
物等を取り巻く市場環境の変
化と、語学学習者の需要の変
化などを鑑み、合理的に製品
の販売可能期間を見積った場
合、決算日前１年間の販売実
績を基準に評価損相当額を計
上することが、より実態を財
政状態および経営成績に対し
て正確に反映するものと判断
し、当中間連結会計期間より
変更いたしました。なお、中
間連結貸借対照表上はたな卸
資産から直接控除して表示し
ております。 
 この変更に伴う影響は、売
上総利益は79,734千円増加、
営業損失、経常損失、税金等
調整前中間純損失をそれぞれ
79,734千円減少させる結果と
なっております。なお、セグ
メント損益に対する影響額に
ついては、「（セグメント情
報）１ 事業の種類別セグメ
ント情報(注)４」に記載して
おります。

③ たな卸資産
ａ 商品・製品
 総平均法による原価法
なお、製品のうち書籍に

ついては、法人税法の規定
に基づく単行本在庫調整勘
定の限度相当額を評価損と
して計上し、連結貸借対照
表上は製品から直接控除し
て表示しております。

 ｂ 仕掛品
  個別法による原価法
 ｃ 貯蔵品
  最終仕入原価法によ 
 る原価法

ｂ 仕掛品
     同左
ｂ 貯蔵品
     同左

ｂ 仕掛品
    同左
ｃ 貯蔵品

    同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 (2)重要な減価償却

資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産 
 定率法を採用しておりま
す。 
 ただし、建物（建物附属
設備を除く）については定
額法によっております。 
 なお、耐用年数および残
存価額については、法人税
法に規定する方法と同一の
基準によっております。 
 

① 有形固定資産
    同左 
 
 

① 有形固定資産 
     同左

   ――――――― (会計方針の変更)
 平成19年度の法人税法改
正に伴い、平成19年４月１
日以降に取得した有形固定
資産の減価償却の方法につ
いては、改正後の法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。 
 この変更に伴う影響は軽
微であります。 
 

―――――――

 (追加情報)
 平成19年度の法人税法の
改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した有形固
定資産については、改正前
の法人税法に基づく減価償
却の方法の適用により、取
得価額の５％相当額に到達
した連結会計年度の翌連結
会計年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額との
差額を５年間にわたり均等
償却し減価償却費に含めて
計上しております。 
 この変更に伴う影響は軽
微であります。 
 

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産

 定額法を採用しておりま
す。

     同左      同左

 自社利用目的のソフトウ
ェアについては社内におけ
る利用可能期間（５年）に
基づいております。

 のれんについては、５年
間の均等償却を行ってお
り、未償却残高は無形固定
資産の「のれん」として表
示しております。 
商標権  10年

  

③ 長期前払費用
 定額法を採用しておりま
す。

③ 長期前払費用
同左

③ 長期前払費用
同左

 (3)重要な繰延資産

の処理方法

   株式交付費は支払時に全
 額費用処理しております。

 ―――――――
 

株式交付費は支払時に全 
 額費用処理しております。

 (4)外貨建の資産お

よび負債の本邦通

貨への換算基準 

 

 外貨建金銭債権債務は、
中間連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理
しております。

    同左 外貨建金銭債権債務は、
期末日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しており
ます。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 (5)重要な引当金の

計上基準

① 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間連結会計期

間の負担額を計上しており

ます。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しておりま

す。

③ 返品調整引当金

 製品(出版物)の返品によ

る損失に備えるため、当中

間連結会計期間末の売掛債

権を基礎として返品見込額

の売買利益相当額を計上し

ております。

③ 返品調整引当金

同左

③ 返品調整引当金

 製品(出版物)の返品によ

る損失に備えるため、当連

結会計年度末の売掛債権を

基礎として返品見込額の売

買利益相当額を計上してお

ります。

④ 退職給付引当金

 従業員に対する退職給付

に備えるため、当中間連結

会計期間末における退職給

付債務に基づき、計上して

おります。

④ 退職給付引当金

同左

④ 退職給付引当金

 従業員に対する退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務に基づき、計上しており

ます。

 (6）重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左

 (7）その他中間連結

財務諸表作成のた

めの基本となる重

要な事項

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

     同左      同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 

 手許現金、要求払預金お

よび取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期的な投資であり

ます。

同左 

 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
 自 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。 

（中間連結貸借対照表） 

 「営業権」および「連結調整勘

定」は、当中間連結会計期間から

「のれん」として一括表示しており

ます。 

（中間連結キャッシュ・フロー

計算書） 

 「連結調整勘定償却」及び「営業

権償却」は当中間連結会計期間から

「のれん償却額」として一括表示し

ております。

   ―――――――――― （企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度より「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 連結財務諸表規則の改正による連

結財務諸表の表示に関する変更は以

下のとおりであります。 

（連結貸借対照表） 

「営業権」および「連結調整勘定」

は、当連結会計年度から「のれん」

として一括表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

「連結調整勘定償却」及び「営業権

償却」は当連結会計年度から「のれ

ん償却」として一括表示しておりま

す。

（繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い、金融商品に関する会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成18

年8月11日 実務対応報告第19号）

および「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18

年8月11日改正 実務対応報告第10

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお前中間連結会計期間

において繰延資産として計上してお

りました社債発行差金1,750千円

は、当中間連結会計期間より、社債

から控除しております。 

   ――――――――――― （繰延資産の会計処理に関する当面

の取り扱い、金融商品に関する会計

基準） 

 当連結会計年度より、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号）およ

び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日改正 実務対応報告第10号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお前連結会計年度にお

いて繰延資産として計上しておりま

した社債発行差金1,250千円は、当

連結会計年度より社債から控除して

おります。



 表示方法の変更 

 
  

 追加情報 

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日 
  至 平成19年11月30日)

―――――――― （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示して

おりました「保険解約益」（前中間連結会計期間

18,186千円）は営業外収益の百分の十を超えたため、

区分掲記することといたしました。

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日 
  至 平成19年11月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
  至 平成19年５月31日)

―――――――― （返品調整引当金）

従来、返品見込額の売買利益相当
額は、法人税法の規定に基づく方法
により見積計上しておりました。し
かしながら、当社の主要事業が属す
る出版業界における経営環境の変化
による書籍等の販売可能期間の短縮
に伴い、より適正な引当金の計上を
おこなうために過去一年間の返品実
績率に基づく方法に変更いたしまし
た。 
 この変更に伴う損益への影響額は
軽微であります。

（外形標準課税制度）

「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16年
４月１日以後に開始する連結会計年
度より外形標準課税制度が導入さ
れ、当連結会計年度の資本金の増加
により、外形標準課税制度を適用し
ております。これに伴い、当連結会
計年度から「法人事業税における外
形標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上の取扱い」（平
成16年２月13日 企業会計基準委員
会 実務対応報告第12号）に従い、
法人事業税の付加価値割および資本
割については、販売費及び一般管理
費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が6,934千円増加し、営業損失、経
常損失が6,934千円増加しました。
また、これに伴い税金等調整前当期
純利益も同額減少しました。



注記事項 

 (中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年11月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年11月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年５月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、386,562 千円でありま
す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、429,695 千円でありま
す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、419,310 千円でありま
す。

※２ 担保提供資産
 (1）担保に供している資産

建物及び 
構築物

197,915千円

土地 490,000千円

計 687,915千円

※２ 担保提供資産
 (1）担保に供している資産

建物及び
構築物

200,478千円

土地 490,000千円

計 690,478千円

※２ 担保提供資産
(1）担保に供している資産

建物及び
構築物

204,208千円

土地 490,000千円

計 694,208千円

 (2）上記に対する債務

短期借入金 483,300千円

長期借入金 267,000千円

計 750,300千円

 (2）上記に対する債務

短期借入金 798,600千円

長期借入金 221,100千円

計 1,019,700千円

 (2）上記に対する債務

短期借入金 576,800千円

長期借入金 207,400千円

計 784,200千円

※３ 消費税等の取扱い
 仮払消費税等および仮受消費
税等は相殺のうえ、流動負債の
その他に含めて表示しておりま
す。

※３ 消費税等の取扱い
同左

※３      ――――――

 

※４ 「のれん」および「負ののれ
ん」の表示 

   「のれん」および「負ののれ
ん」は相殺表示しております。
相殺前の金額は次のとおりであ
ります。

のれん 165,344千円

負ののれん 27,292千円

差引額 138,052千円

 

※４ 「のれん」および「負ののれ
ん」の表示 

   「のれん」および「負ののれ
ん」は相殺表示しております。
相殺前の金額は次のとおりであ
ります。

のれん 74,777千円

負ののれん 16,375千円

差引額 58,402千円

 

※４ 「のれん」および「負ののれ
ん」の表示 

  「のれん」および「負ののれ
ん」は相殺表示しております。
相殺前の金額は次のとおりであ
ります。

のれん 126,591千円

負ののれん 21,833千円

差引額 104,758千円

 

 ５ コミットメントライン
   当社においては、資金の効率

的な調達をおこなうことを目的
に、取引銀行１行と当座貸越契
約及び特定融資枠（コミットメ
ントライン）契約を締結してお
ります。 
 当中間連結会計期間末におけ
る当座貸越及び特定融資枠（コ
ミットメントライン）契約に係
る借入未実行残高は次のとおり
であります。
当座貸越限度額
及び特定融資枠
（コミットメン
トライン）契約
の総額

500,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 300,000千円

 

 ５ コミットメントライン
   当社においては、資金の効率

的な調達をおこなうことを目的
に、取引銀行３行と当座貸越契
約及び特定融資枠（コミットメ
ントライン）契約を締結してお
ります。 
 当中間連結会計期間末におけ
る当座貸越及び特定融資枠（コ
ミットメントライン）契約に係
る借入未実行残高は次のとおり
であります。
当座貸越限度額
及び特定融資枠
（コミットメン
トライン）契約
の総額

1,700,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 1,000,000千円

 

５ コミットメントライン
  当社においては、資金の効率
的な調達をおこなうことを目的
に、取引銀行３行と当座貸越契
約及び特定融資枠（コミットメ
ントライン）契約を締結してお
ります。 
 当連結会計年度末における当
座貸越及び特定融資枠（コミッ
トメントライン）契約に係る借
入未実行残高は次のとおりであ
ります。
当座貸越限度額
及び特定融資枠
（コミットメン
トライン）契約
の総額

1,700,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 1,200,000千円



前中間連結会計期間末 
(平成18年11月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年11月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年５月31日)

 コミットメントライン契約につ
いて以下のような財務制限条項が
付されております。

(1) 商工組合中央金庫

 
① 純資産を前年度連結決算日の金

額の75％以上に維持。
② 各年度の決算期において、連結

損益計算書の経常損益を２期連
続して損失としないこと。

(2) 三菱東京ＵＦＪ銀行
① 本件極度を、経常運転資金以外

（Ｍ＆Ａ資金・設備資金・賞与
資金・納税資金）の目的に利用
しないこと。

② 各事業年度の連結決算期及び連
結中間決算期の末日における連
結損益計算書に示される経常利
益額について、共に赤字となら
ないこと。

③ 各事業年度の連結決算期及び連
結決算期及び連結中間決算期の
末日における連結貸借対照表に
示される純資産の部の金額につ
いて、共に平成18年５月期の連
結貸借対照表における純資産額
の75％の金額未満とならないこ
と。

④ 合併、事業譲渡又はその他の事
情により業務内容又は資本構成
に大幅な変更が生じないこと。

(3) あおぞら銀行
① 決算期末日における連結の貸借

対照表の資本の部の金額が平成
18年５月末日における連結の貸
借対照表の資本の部の金額の
75％を下回らないこと。

② 決算期末日における連結の損益
計算書に示される経常損益が２
期連続損失とならないこと。



(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し法

人税法の規定による単行本在庫

調整勘定の繰入限度額の洗替え

による評価減をおこない売上原

価に算入しております。

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し、

販売可能期間を合理的に見積も

った会社計算に基づく計上基準

による単行本在庫調整勘定の洗

替えによる評価減をおこない売

上原価に算入しております。

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品期末たな卸高に対し法人税

法の規定による単行本在庫調整

勘定の繰入限度額の洗替えによ

る評価減をおこない売上原価に

算入しております。

当期繰入額 181,970千円

当期戻入額 187,030千円

   差引 △5,060千円

当期繰入額 50,993千円

当期戻入額 53,974千円

   差引 △2,981千円

当期繰入額 53,974千円

当期戻入額 187,030千円

  差引 △133,056千円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

広告宣伝費 435,497千円

販売手数料 141,082千円

発送運賃 233,972千円

給料手当 491,847千円

貸倒引当金 
繰入額

－千円

賞与引当金 
繰入額

40,929千円

退職給付費用 14,256千円

減価償却費 115,280千円
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

広告宣伝費 301,802千円

販売手数料 129,161千円

発送運賃 230,250千円

給料手当 481,690千円

貸倒引当金
繰入額

－千円

賞与引当金
繰入額

38,706千円

退職給付費用 10,780千円

減価償却費 111,065千円
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

広告宣伝費 966,291千円

販売手数料 248,665千円

発送運賃 513,104千円

給与手当 1,068,368千円

貸倒引当金
繰入額

14,810千円

賞与引当金
繰入額

17,002千円

退職給付費用 25,645千円

減価償却費 238,666千円

※３ 当社および当社連結子会社で

は、平成18年５月に新顧客管理

システムを完成させ使用開始い

たしました。また平成18年10月

に旧顧客管理システムより全て

のデータを移管しております。 

 新旧システムのデータ移管

後、システムの保有するデータ

との整合性等を精査してまいり

ましたが、旧顧客管理システム

の保有する個人顧客別前受金残

高に誤りが発見されました。内

容および原因を調査したとこ

ろ、過年度において個人顧客別

前受金残高の売上高への振替処

理が不足となっていることが判

明いたしました。 

 これに伴う過年度の修正額は

以下のとおりであります。

※３ ───────── ※３ 当社および当社連結子会社で

は、平成18年５月に新顧客管理

システムを完成させ使用開始い

たしました。また平成18年10月

に旧顧客管理システムより全て

のデータを移管しております。 

 新旧システムのデータ移管

後、システムの保有するデータ

との整合性等を精査してまいり

ましたが、旧顧客管理システム

の保有する個人顧客別前受金残

高に誤りが発見されました。内

容および原因を調査したとこ

ろ、過年度において個人顧客別

前受金残高の売上高への振替処

理が不足となっていることが判

明いたしました。 

 これに伴う過年度の修正額は

以下のとおりであります。
 
過年度損益修正益

㈱アルク 52,884千円

㈱アルク教育社 10,257千円

計 63,141千円

過年度損益修正益

㈱アルク 52,884千円

㈱アルク教育社 10,257千円

計 63,141千円



前中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 

※４ 固定資産除売却損の内容は、

次のとおりであります。

工具器具 
及び備品

304千円

計 304千円

 

※４ 固定資産除売却損の内容は、

次のとおりであります。

建物及び
構築物
工具器具
及び備品

1,723千円

1,527千円

計 3,250千円

 

※４ 固定資産除売却損の内容は、

次のとおりであります。

建物及び
構築物

489千円

工具器具
及び備品

1,246千円

その他 323千円

計 2,060千円

 

 固定資産売却益の内容は、次のと

おりであります。

建物及び
構築物

663千円

土地 100千円

計 763千円

※５ ────────── ※５ ──────────
    

※５ 当連結会計年度において、連

結子会社であるグローバルパー

トナーズ株式会社ののれん残高

のうち23,087千円を減損損失と

して計上しております。これは

当社取締役会で同社の当社保有

株式540株について、以下のと

おり売却することを決議したた

めであります。 

①平成19年６月28日開催取締 

 役会 312株を売却 

②平成19年７月31日開催取締 

 役会 228株を売却



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株発行増資による増加  12,500株 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 市場への処分による減少  5,000株 

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成17年新株予約権の減少は、退職によって権利を失ったものであります。 

３ 平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

４ 配当に関する事項 
  該当事項はありません。 
  
当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 
該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 
 増加数の内訳は、次のとおりであります。 
  新株発行増資による増加 12,500株 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の主な概要） 
 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 
  市場への処分による減少 5,000株 
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 
  該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 100,000 12,500 － 112,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 5,000 － 5,000 －

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当中間連結会計期
間末残高（千円）前連結会計

年度末
増加 減少

当中間連結
会計期間末

提出会社 平成17年新株予約権 普通株式 4,350 － 20 4,330 －

連結子会社 － － － － － － －

合計 4,350 － 20 4,330 －

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 112,500 － － 112,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 100,000 12,500 － 112,500 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,000 － 5,000 －



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間

期末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び 
預金勘定

796,716千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金・ 
定期積立金

－千円

現金及び 
現金同等物

796,716千円  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

801,952千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金・ 
定期積立金

△10,000千円

現金及び 
現金同等物

791,952千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

1,003,917千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金・ 
定期積立金

△10,000千円

現金及び
現金同等物

993,917千円



次へ 

(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および中間期末残高

相当額

勘定科目

取得価額 

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額相 

当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

(千円)

ソフトウ

ェア
5,625 5,625 －

合計 5,625 5,625 －

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および中間期末残高

相当額

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

(千円)

工具器具

及び備品
30,731 1,536 29,194

ソフトウ

ェア
180,300 22,103 158,196

合計 211,031 23,639 187,391

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および期末残高相当

額

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

期末残高

相当額 

(千円)

ソフトウ

ェア
122,200 4,073 118,126

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

等およびリース資産減損勘定期

末残高相当額

  

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

１年内 40,410千円

１年超 150,900千円

合計 191,310千円

１年内 23,472千円

１年超 96,819千円

合計 120,291千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

支払リース料 123千円

減価償却費 
相当額

117千円

支払利息 
相当額

0千円

支払リース料 19,820千円

減価償却費
相当額

19,566千円

支払利息
相当額

2,007千円

支払リース料 2,285千円

減価償却費
相当額

4,190千円

支払利息
相当額

254千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年11月30日) 

時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年11月30日) 

時価評価されていない有価証券 

  

 
  

前連結会計年度末(平成19年５月31日) 

時価評価されていない有価証券 

  

 
  

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 6,000

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 6,000

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 7,000



(デリバティブ取引関係) 

取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約金額等、時価および評価損益 

(1) 通貨関連 

 
  

(注) １ 時価の算定方法 

  為替予約取引……………先物為替相場によっております。 

  通貨オプション取引……取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 「契約額等」欄の括弧書きは、契約当初のオプション料であり、評価損益は時価と契約当初のオプション料

との差額であります。また当該契約通貨オプションはゼロコストオプションであり、契約時点でオプション

料は発生しておりません。 

３ 評価差額の△は損失を示しております。 

  

区分 種類

前中間連結会計期間 

（平成18年11月30日)

当中間連結会計期間 

（平成19年11月30日)

前連結会計年度 

（平成19年５月31日)

契約額等 

(千円)

契約額等

のうち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価 

損益 

(千円)

契約額等

(千円)

契約額

等 

のうち

１年超

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

契約額等 

(千円)

契約額

等のう

ち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

市場

取引

以外

の取

引

為替予約

取引

 買建

（米ドル） 23,306 － 22,976 △330 32,419 － 31,849 △534 33,152 － 34,048 896

（ユーロ） － － － － － － － － 1,794 － 1,785 △9

(スイス 

フラン)
－ － － － － － － － 5,355 － 5,391 36

(英ポンド) － － － － 6,277 － 5,993 △278 － － － －

通 貨 オ プ

シ ョ ン 取

引

 売建

 プット 22,686 17,220 19,217 5,109 － － － － 25,644 21,836 9,734 34,060

（米ドル） (24,326） － (△24,326)

 買建

 コール 26,470 24,138 12,902 74,509 － － － － 21,969 14,448 △12,005 75,406

（米ドル） (87,412） － (△87,412)

合計 72,463 41,359 55,095 79,288 38,697 － 37,843 △813 87,915 36,285 38,953 110,389



(ストック・オプション等関係) 

   前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

   付与されたストック・オプションはないため、該当事項はありません。 

  

   当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

   付与されたストック・オプションはないため、該当事項はありません。 

  

   前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

   付与されたストック・オプションはないため、該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

(単位：千円) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

(単位：千円) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な製品およびサービス 

(1) 教育事業 ………通信教育用教材、デジタルサービス、留学旅行相談斡旋(※)、子供英語教室、イベント

          webサイト管理運営 

(2) 出版事業 ………月刊誌、単行本 

(3) 研修事業 ………国内・海外研修 

  ※ 留学旅行相談斡旋は、当第１四半期末（平成19年８月31日）をもってそのサービスを終了いたしまし

た。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社の管理部門にかか

る費用であり、前中間連結会計期間は340,720千円、当中間連結会計期間は243,438千円、前連結会計年度は

599,125千円であります。 

教育事業 出版事業 研修事業 計
消去 

又は全社
連   結

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,952,575 899,284 567,566 4,419,426 － 4,419,426

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 2,952,575 899,284 567,566 4,419,426 － 4,419,426

営業費用 2,540,732 894,529 518,233 3,953,495 340,720 4,294,215

営業利益又は営業損失（△） 411,842 4,754 49,333 465,930 (340,720) 125,210

教育事業 出版事業 研修事業 計
消去 

又は全社
連   結

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,072,849 1,035,075 669,470 3,777,395 － 3,777,395

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 2,072,849 1,035,075 669,470 3,777,395 － 3,777,395

営業費用 2,037,760 934,539 608,136 3,580,436 243,438 3,823,874

営業利益又は営業損失（△） 35,089 100,536 61,334 196,959 (243,438) △46,478

教育事業 出版事業 研修事業 計
消去 

又は全社
連  結

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,581,972 2,221,760 1,083,920 8,887,653 － 8,887,653

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 5,581,972 2,221,760 1,083,920 8,887,653 － 8,887,653

営業費用 4,870,561 2,602,718 940,391 8,413,671 599,125 9,012,797

営業利益又は営業損失(△) 711,410 △380,958 143,528 473,981 (599,125) △125,143



４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間において、

単行本在庫調整勘定の評価減額の計算方法を法人税法の規定に基づく計算方法から、合理的に販売可能期間

を見積り評価減額を算定する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ

て、「出版事業」の営業費用は79,734千円減少し、営業損失が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

  

(企業結合等関係) 

   前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

   該当事項はありません。 

  

   当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

   該当事項はありません。 

  

   前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

   該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

１株当たり純資産額 16,071円39銭 １株当たり純資産額 14,374円60銭 １株当たり純資産額 14,768円49銭

１株当たり 
中間純利益金額

1,616円65銭
１株当たり 
中間純損失金額

367円88銭
１株当たり
当期純利益金額

198円42銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益金額

1,586円64銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額について、潜在株式は
ありますが希薄化効果を有しないた
め記載しておりません。
   

 

潜在株式調整後
１株当たり当期 
純利益金額

 196円28銭

前中間連結会計期間末
（平成18年11月30日)

当中間連結会計期間末
（平成19年11月30日)

前連結会計年度末
（平成19年５月31日)

中間連結貸借対照表(連結貸借対
照表)上の純資産の部の合計額 
          （千円）

1,831,989 1,621,966 1,688,211

普通株式に係る純資産額 
          （千円）

1,808,031 1,617,143 1,661,455

差額の主な内訳   （千円）
 少数株主持分 23,957 4,823 26,755

普通株式の発行済株式数（株） 112,500 112,500 112,500

普通株式の自己株式数 （株） － － －

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数（株）

112,500 112,500 112,500

前中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

中間連結損益計算書上の中間
(当期)純利益又は中間純損失
（△）       (千円)

168,047 △41,387 21,472

普通株式に係る中間（当期）
純利益又は中間純損失（△）  
          (千円)

168,047 △41,387 21,472

普通株主に帰属しない金額
          (千円)

－ － －

普通株式の期中平均株式数
           (株)

103,948 112,500 108,212

中間（当期）純利益調整額
          (千円)

－ － －

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要
な内訳       （株）
  新株予約権 1,965 － 1,179

普通株式増加数   （株） 1,965 － 1,179

希薄化効果を有しないため潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含まれ
なかった潜在株式の概要

－

平成17年11月25日開催
の臨時株主総会決議に 
よる平成17年12月８日 
発行の新株予約権（ス
トックオプション）
3,950個（普通株式）

－



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年６月１日 
 至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年６月１日 
 至 平成19年11月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
 至 平成19年５月31日)

１ 当社は、平成18年12月21日開催 

の当社取締役会において、当社連結

子会社である株式会社スペースアル

クの出資により、新たに連結対象子

会社を設立することにいたしまし

た。 

(1) 設立会社の名称、事業内容、規

模 

 ①名称 

  株式会社ヒトメディア 

 ②事業内容 

  当社グループのインターネット

 事業（携帯関連事業を含む）にお 

 ける新たなビジネスの創設を推進 

 するためのインターネットメディ 

 ア広告代理店、人材マネジメン 

 ト、所属人材に関する製品・サー 

 ビスならびに権利運営、webサイ 

 ト開発・運営、その他インターネ 

 ットビジネスソリューション 

 ③規模 

 資本金    10,000千円 

(2) 設立の時期 

 平成18年12月26日 

(3) 取得する株式の数、取得価額及 

 び取得後の持分比率等 

 ①発行済株式数   200株 

 ②取得株式数    200株 

 ③取得価額   10,000千円 

 ④持分比率     100％

１ 当社は、平成20年１月17日開催 

 の取締役会の決議により、新たに 

 連結対象子会社を設立することと 

 いたしました。 

(1)設立会社の名称、事業内容、規 

 模 

 ①名称 

  株式会社アルクグローバル 

 ②事業内容 

  留学関連・出版事業 

 ③規模 

  資本金     20,000千円 

(2)設立の時期 

 平成20年２月末日（予定） 

(3)取得する株式の数、取得価額及 

 び取得後の持分比率等 

 ①発行済株式数  400株 

 ②取得株数    240株 

 ③取得価額    12,000千円 

 ④持分比率    60％ 

 

１ 当社は、平成19年６月28日開催 

 の取締役会の決議により、連結子 

 会社であるグローバルパートナー 

 ズ株式会社の当社保有株式のう  

 ち、同社発行済株式の26％である 

 312株を売却することを決定し、 

 平成19年６月30日に株式譲渡を完 

 了いたしました。また平成19年７ 

 月30日開催の取締役会において、 

 当社が現在保有する同社発行済株 

 式の19％である228株を売却する 

 ことを決定いたしました。 

（1）売却の理由 

  留学斡旋事業分野の更なるシェ 

 ア拡大を目指すことで、新規顧客 

 獲得および既存顧客への充実した 

 サービス提供を目的としてグロー 

 バルパートナーズ株式会社と資本 

 業務提携を締結し、平成18年２月 

 28日をもって連結対象子会社とい 

 たしました。 

  当社が保有する株式数は、同社 

 発行済株式の45％である当連結会 

 計年度末において540株でありま 

 したが、当社は同社との資本業務 

 提携により予定していた事業上の 

 シナジー成果の期待減、為替変動 

 による原価増および販売面の不効 

 率な費用増等により、当社連結業 

 績が著しく歪められる結果となる 

 ことを勘案し、平成19年６月28日 

 開催の取締役会において当社保有 

 株式のうち同社発行済株式の26％ 

 である312株を売却することを決 

 定いたしました。これにより、当 

 社は同社を連結対象子会社から除 

 外いたしました。また、当社は同 

 社株式の売却以降も経営戦略の見 

 直し、経営方針の策定を行ってま 

 いりましたが、同社への資本提携 

 によるシナジー効果を見出すには 

 至らなかったため、平成19年７月 

 30日開催の取締役会において、当 

 社が保有する残りの株式である同 

 社発行済株式の19％である228株 

 を売却することを決定いたしまし 

 た。なお、当社は平成19年７月30 

 日に平成19年10月１日の売却先と 

 の間で株式譲渡契約を締結いたし 

 ました。



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年６月１日 

 至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年６月１日 

 至 平成19年11月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
 至 平成19年５月31日)

 

 

（2）株式の売却先

①平成19年６月30日

売却先 株数（株） 譲渡金額（千円）

山田 実 252 12,600

谷 昌樹 60 3,000

合計 312 15,600

 売却損益        －千円

売却後の持分比率   19.0％

②平成19年10月１日

売却先 株数（株） 譲渡金額（千円）

山田 実 228 11,400

 売却損益       －千円

売却後の持分比率    －％

（3）売却の時期平成19年６月末日

       平成19年10月１日

（4）異動する子会社の概要

①商号 グローバルパートナーズ 

  株式会社

②代表者 代表取締役社長 

   山田 実

③本店所在地 東京都新宿区 

   西新宿二丁目６番１号

④主な事業内容 留学斡旋事業

⑤資本金 60,000千円

２ 新株予約権の発行 

 当社は平成19年８月29日開催の当

社第４回定時株主総会において、当

社取締役に対するストックオプショ

ンとして、非金銭報酬の年額５千万

円を範囲とした新株予約権を発行す

ることを決議いたしました。新株予

約権の発行の日および行使期間なら

びに行使価格については、各事業年

度における定時株主総会の日から１

年以内の日に開催される取締役会に

おいて随時決定いたします。なお詳

細につきましては、第一部第４「提

出会社の状況（８）ストックオプシ

ョン制度の内容」に記載しておりま

す。 

(1)新株予約権の数 

  600個 

(2)新株予約権目的となる株式の種 

 類 

  種類  普通株式 

(3)新株予約権の目的となる株式の 

 数 

  600個



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年11月30日)

当中間会計期間末

(平成19年11月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 166,426 305,054 204,096

２ 受取手形 1,960 320 720

３ 売掛金 1,213,695 1,298,350 1,573,234

４ たな卸資産 1,039,245 1,010,077 903,910

５ 繰延税金資産 61,442 64,497 45,843

６ その他 43,157 69,226 111,576

貸倒引当金 △17,852 △ 22,512 △26,816

流動資産合計 2,508,074 52.6 2,725,014 56.0 2,812,565 55.6

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物 ※２ 219,087 211,492 216,525

(2) 土地 ※２ 496,450 495,550 495,550

(3) 建設仮勘定 ― 6,195 6,195

(4) その他 ※２ 150,852 108,927 130,886

有形固定資産合計 866,389 822,165 849,157

２ 無形固定資産

(1) 商標権 130,432 114,294 120,775

(2) 商標権仮勘定 ― 11,704 ―

(3) ソフトウェア 743,460 567,286 637,831

(4) ソフトウェア 
  仮勘定

86,887 35,863 69,374

(5) 電話加入権 12,369 12,369 12,369

無形固定資産合計 973,150 741,518 840,351

３ 投資その他の資産

(1) 関係会社株式 241,200 270,480 257,480

(2) 保険積立金 85,296 85,296 85,296

(3) 差入保証金 69,624 69,324 69,324

(4) 破産更生債権等 3,049 110 3,159

(5) 繰延税金資産 7,649 144,684 128,611

(6) その他 15,492 8,710 11,813

貸倒引当金 △3,049 △ 110 △3,159

投資その他の 
資産合計

419,262 578,495 552,524

固定資産合計 2,258,802 47.4 2,142,179 44.0 2,242,034 44.4

資産合計 4,766,876 100.0 4,867,193 100.0 5,054,599 100.0



前中間会計期間末

(平成18年11月30日)

当中間会計期間末

(平成19年11月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 37,693 38,323 55,624

２ 買掛金 237,297 260,981 407,219

３ 短期借入金 ※２ 230,000 987,168 500,000

４ 一年以内返済予定の 
  長期借入金

※２ 606,380 471,300 572,440

５  一年以内償還予定の社債 400,000 399,250 600,000

６ 未払金 343,098 281,202 348,261

７ 未払法人税等 63,174 6,629 13,468

８ 前受金 258,306 249,684 277,882

９ 賞与引当金 74,031 9,448 10,594

10 返品調整引当金 73,530 119,400 138,172

11 その他 ※３ 171,636 239,548 207,846

流動負債合計 2,495,149 52.4 3,062,935 62.9 3,131,511 62.0

Ⅱ 固定負債

１ 社債 398,250 ― 198,750

２ 長期借入金 ※２ 321,980 355,360 417,120

３ 退職給付引当金 53,785 52,569 52,946

固定負債合計 774,015 16.2 407,929 8.4 668,816 13.2

負債合計 3,269,165 68.6 3,470,865 71.3 3,800,328 75.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 359,687 7.5 359,687 7.4 359,687 7.1

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 319,687 319,687 319,687

(2) その他資本剰余金 55,750 55,750 55,750

資本剰余金合計 375,437 7.9 375,437 7.7 375,437 7.4

３ 利益剰余金

 その他利益剰余金

   特別償却準備金 59,836 44,780 51,509

繰越利益剰余金 702,749 616,422 467,637

利益剰余金合計 762,586 16.0 661,203 13.6 519,146 10.3

株主資本合計 1,497,711 31.4 1,396,328 28.7 1,254,271 24.8

純資産合計 1,497,711 31.4 1,396,328 28.7 1,254,271 24.8

負債純資産合計 4,766,876 100.0 4,867,193 100.0 5,054,599 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,787,592 100.0 2,358,650 100.0 5,757,904 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 1,153,056 41.4 1,027,917 43.6 2,742,290 47.6

売上総利益
 
 

1,634,535 58.6 1,330,732 56.4 3,015,614 52.4

返品調整引当金 
戻入額

131,260 4.7 138,172 5.9 131,260 2.3

返品調整引当金 
繰入額

73,530 2.6 119,400 5.1 138,172 2.4

差引売上総利益 1,692,265 60.7 1,349,504 57.2 3,008,702 52.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,612,257 57.8 1,398,797 59.3 3,319,247 57.7

営業利益又は 
営業損失(△)

80,007 2.9 △ 49,292 △ 2.1 △310,544 △5.4

Ⅳ 営業外収益 ※２ 10,657 0.3 196,540 8.3 25,023 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※３ 22,822 0.8 29,194 1.2 46,619 0.8

経常利益又は 
経常損失(△)

67,842 2.4 118,052 5.0 △332,140 △5.8

Ⅵ 特別利益 ※４ 52,884 1.9 ― ― 53,954 0.9

Ⅶ 特別損失 ※５ 304 0.0 7,842 0.3 1,987 0.0

税引前中間純利益又は 
税引前当期純損失(△)

120,421 4.3 110,210 4.7 △280,173 △4.9

法人税、住民税 
及び事業税

58,346 2,881 6,553

法人税等調整額 △4,785 53,560 1.9 △ 34,727 △ 31,846 △ 1.3 △110,148 △103,595 △1.8

中間純利益又は 
当期純損失(△)

66,861 2.4 142,056 6.0 △176,578 △3.1



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 

当中間会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

 

前事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本剰余

金合計

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成18年５月31日残高(千円) 40,000 － － － 68,164 627,560 695,725 △200,000 535,725 535,725

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 319,687 319,687 319,687 － 639,375 639,375

 中間純利益 － 66,861 66,861 66,861 66,861

 自己株式の処分 55,750 55,750 － 200,000 255,750 255,750

 特別償却準備金の取崩し － △8,328 8,328 － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（千円)

319,687 319,687 55,750 375,437 △8,328 75,189 66,861 200,000 961,985 961,985

平成18年11月30日残高(千円) 359,687 319,687 55,750 375,437 59,836 702,749 762,586 － 1,497,711 1,497,711

株主資本

純資産 

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計
特別償却 

準備金

繰越利益 

剰余金

平成19年５月31日残高(千円) 359,687 319,687 55,750 375,437 51,509 467,637 519,146 1,254,271 1,254,271

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 － 142,056 142,056 142,056 142,056

 特別償却準備金の取崩し － △ 6,728 6,728 － － －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － － － △ 6,728 148,785 142,056 142,056 142,056

平成19年11月30日残高(千円) 359,687 319,687 55,750 375,437 44,780 616,422 661,203 1,396,328 1,396,328

株主資本

純資産 

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計
特別償却

準備金

繰越利益 

剰余金

平成18年５月31日残高(千円) 40,000 － － － 68,164 627,560 695,725 △200,000 535,725 535,725

事業年度中の変動額

 新株の発行 319,687 319,687 319,687 － 639,375 639,375

 当期純損失 － △176,578 △176,578 △176,578 △176,578

 自己株式の処分 55,750 55,750 － 200,000 255,750 255,750

 特別償却準備金の取崩し － △16,655 16,655 － － －

事業年度中の変動額合計 
(千円)

319,687 319,687 55,750 375,437 △16,655 △159,922 △176,578 200,000 718,546 718,546

平成19年５月31日残高(千円) 359,687 319,687 55,750 375,437 51,509 467,637 519,146 － 1,254,271 1,254,271



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

１ 資産の評価基準お

よび評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

  移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

同左

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

     中間決算期末日

の市場価格等に基

づく時価法

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

     同左 

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

     決算期末日の市

場価格等に基づく

時価法

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定してお

ります。）

        (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定してお

ります。）

   時価のないもの

     移動平均法によ

る原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 ① 商品

    総平均法による原

価法

(2) たな卸資産

 ① 商品

    同左

    

    

(2) たな卸資産

 ① 商品

    同左

 ② 製品

    総平均法による原

価法

    なお、製品のうち

書籍については、法

人税法の規定に基づ

く単行本在庫調整勘

定の限度相当額を評

価損として計上し、

中間貸借対照表上は

たな卸資産から直接

控除して表示してお

ります。

 ② 製品

    総平均法による原

価法

    なお、製品のうち

書籍については、販

売可能期間を合理的

に見積もった会社計

算に基づく計上基準

による単行本在庫調

整勘定を評価損と

し、中間貸借対照表

上はたな卸資産から

直接控除して表示し

ております。

 ② 製品

    総平均法による原

価法

    なお、製品のうち

書籍については、法

人税法の規定に基づ

く単行本在庫調整勘

定の限度相当額を評

価損として計上し、

貸借対照表上はたな

卸資産から直接控除

して表示しておりま

す。



  

項目

前中間会計期間 

(自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日)

前事業年度 

(自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日)

  ─────── （会計処理の変更） 

 単行本在庫調整勘定によ

る評価減額の計算方法を、

法人税法に基づいて、該当

する決算日前６ヶ月の販売

実績を基準として計上して

まいりました。しかしなが

ら、当社出版物等を取り巻

く市場環境の変化と、語学

学習者の需要の変化などを

鑑み、合理的に製品の販売

可能期間を見積った場合、

決算日前１年間の販売実績

を基準に評価損相当額を計

上することが、より実態を

財政状態および経営成績に

対して正確に反映するもの

と判断し、当中間会計期間

より変更いたしました。 

 なお、中間貸借対照表上

はたな卸資産から直接控除

して表示しております。 

 この変更に伴う影響とし

て売上総利益、経常利益、

税引前中間純利益がそれぞ

れ79,734千円増加し、営業

損失は同額減少する結果と

なっております。

  ───────

 ③ 仕掛品

     個別法による原価法

 ③ 仕掛品

    同左

  ③ 仕掛品

    同左

 

 

  ④ 貯蔵品

   最終仕入原価法によ

る原価法

  ④ 貯蔵品

    同左

 ④ 貯蔵品

    同左

   

    



項目
前中間会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。ただし、建物(建物

附属設備を除く)につい

ては定額法を採用してお

ります。 

 なお、耐用年数および

残存価額については、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によっており

ます。 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 有形固定資産

      同左

    

    

    

    

    

    

    

    

    

(会計方針の変更) 

 平成19年度の法人税法

改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有

形固定資産の減価償却の

方法については、改正後

の法人税法に規定する方

法と同一の基準によって

おります。 

 この変更に伴う影響は

軽微であります。

  (追加情報) 

 平成19年度の法人税法

の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した

有形固定資産について

は、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の

適用により、取得価額の

５％相当額に到達した事

業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し減価償却費に含めて計

上しております。 

 この変更に伴う影響は

軽微であります。

(1) 有形固定資産

     同左

      

      

      

      

      

      

      

      

      

──────

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  ただし、自社利用のソ

フトウェアについては社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

商標権  10年

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法を採用しており

ます。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

３ 繰延資産の処理方

法

４ 引当金の計上基準

 株式交付費は支払時に全

額費用処理しております。

(1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。

(3) 返品調整引当金

  製品(出版物)の返品に

よる損失に備えるため、

当中間会計期間末の売掛

債権を基礎として返品見

込額の売買利益相当額を

計上しております。

  ―――――───

         

(1) 貸倒引当金

         同左

(2) 賞与引当金

       同左

(3) 返品調整引当金

     同左 

    

 株式交付費は支払時に全

額費用処理しております。

(1) 貸倒引当金

         同左

        

        

  

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額

を計上しております。

(3) 返品調整引当金

  製品(出版物)の返品に

よる損失に備えるため、

当事業年度末の売掛債権

を基礎として返品見込額

の売買利益相当額を計上

しております。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務に基づき計上しており

ます。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務に

基づき計上しておりま

す。

５ 外貨建の資産およ

び負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

６ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

同左 同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

 追加情報 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 （繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い、金融商品に関する会計

基準） 

 当中間会計期間より、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号）およ

び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日改正 実務対応報告第10号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお前中間会計期間にお

いて繰延資産として計上しておりま

した社債発行差金1,750千円は、当

中間会計期間より、社債から控除し

ております。 

        ───────  （繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い、金融商品に関する会計

基準） 

 当事業年度より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）および

「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成18年８月11

日改正 実務対応報告第10号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお前事業年度において

繰延資産として計上しておりました

社債発行差金1,250千円は、当事業

年度より、社債から控除しておりま

す。 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日 
  至 平成19年11月30日)

前事業年度 
(自 平成18年６月１日 
  至 平成19年５月31日)

―――――――― （返品調整引当金）

 従来、返品見込額の売買利益相当
額は、法人税法の規定に基づく方法
により見積計上しておりました。し
かしながら、当社の主要事業が属す
る出版業界における経営環境の変化
による書籍等の販売可能期間の短縮
に伴い、より適正な引当金の計上を
行うために過去一年間の返品実績率
に基づく方法に変更いたしました。 
 この変更に伴う損益への影響額は
軽微であります。

（外形標準課税制度）

「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16年
４月１日以後に開始する事業年度よ
り外形標準課税制度が導入され、当
事業年度の資本金の増加により、外
形標準課税制度を適用しておりま
す。これに伴い、当事業年度から
「法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示について
の実務上の取扱い」（平成16年２月
13日 企業会計基準委員会 実務対
応報告第12号）に従い、法人事業税
の付加価値割および資本割について
は、販売費及び一般管理費に計上し
ております。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が6,934千円増加し、経常損失および
税引前当期純損失が6,934千円増加し
ております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成18年11月30日)

当中間会計期間末
(平成19年11月30日)

前事業年度末 
(平成19年５月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

303,680千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

342,048千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

319,205千円

※２ 担保資産および担保付債務

 (1) 担保に供している資産

建物 194,069千円

その他 3,846千円

土地 490,000千円

計 687,915千円

※２ 担保資産および担保付債務

 (1) 担保に供している資産

建物 197,089千円

その他 3,389千円

土地 490,000千円

計 690,478千円

※２ 担保資産および担保付債務

 (1) 担保に供している資産

建物 200,606千円

その他 3,602千円

土地 490,000千円

計 694,208千円

 (2) 上記に対する債務

短期借入金 200,000千円

一年以内 
返済予定の 
長期借入金

283,300千円

長期借入金 267,000千円

計 750,300千円

 (2) 上記に対する債務

短期借入金 500,000千円

一年以内
返済予定の 
長期借入金

298,600千円

長期借入金 221,100千円

計 1,019,700千円

 (2) 上記に対する債務

短期借入金 300,000千円

一年以内
返済予定の 
長期借入金

276,800千円

長期借入金 207,400千円

計 784,200千円

 

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。

 ４ コミットメントライン

   当社においては、資金の効率

的な調達を行うことを目的に、

取引銀行１行と当座貸越契約及

び特定融資枠（コミットメント

ライン）契約を締結しておりま

す。 

 当中間会計期間末における当

座貸越契約及び特定融資枠（コ

ミットメントライン）契約に係

る借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越限度額
及び特定融資枠
(コミットメン
トライン)契約
の総額

500,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 300,000千円

 

※３ 消費税等の取扱い

同左

 

 

 

 ４ コミットメントライン

   当社においては、資金の効率

的な調達を行うことを目的に、

取引銀行３行と当座貸越契約及

び特定融資枠（コミットメント

ライン）契約を締結しておりま

す。 

 当中間会計期間末における当

座貸越契約及び特定融資枠（コ

ミットメントライン）契約に係

る借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 

当座貸越限度額
及び特定融資枠
(コミットメン
トライン)契約
の総額

1,700,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 1,000,000千円

※３   ―――――

  

  

 

 ４  コミットメントライン  

   当社においては、資金の効率

的な調達を行うことを目的に、

取引銀行３行と当座貸越契約及

び特定融資枠（コミットメント

ライン）契約を締結しておりま

す。 

 当事業年度末における当座貸

越契約及び特定融資枠（コミッ

トメントライン）契約に係る借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 

 

当座貸越限度額
及び特定融資枠
(コミットメン
トライン)契約
の総額

1,700,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 1,200,000千円



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年11月30日)

当中間会計期間末
(平成19年11月30日)

前事業年度末 
(平成19年５月31日)

 コミットメントライン契約につい
て以下のような財務制限条項が付さ
れております。

(1) 商工組合中央金庫

 
① 純資産を前年度連結決算日の金

額の75％以上に維持。
② 各年度の決算期において、連結

損益計算書の経常損益を２期連
続して損失としないこと。

(2) 三菱東京ＵＦＪ銀行
① 本件極度を、経常運転資金以外

（Ｍ＆Ａ資金・設備資金・賞与
資金・納税資金）の目的に利用
しないこと。

② 各事業年度の連結決算期及び連
結中間決算期の末日における連
結損益計算書に示される経常利
益額について、共に赤字となら
ないこと。

③ 各事業年度の連結決算期及び連
結決算期及び連結中間決算期の
末日における連結貸借対照表に
示される純資産の部の金額につ
いて、共に平成18年５月期の連
結貸借対照表における純資産額
の75％の金額未満とならないこ
と。

④ 合併、事業譲渡又はその他の事
情により業務内容又は資本構成
に大幅な変更が生じないこと。

(3) あおぞら銀行
① 決算期末日における連結の貸借

対照表の資本の部の金額が平成
18年５月末日における連結の貸
借対照表の資本の部の金額の
75％を下回らないこと。

② 決算期末日における連結の損益
計算書に示される経常損益が２
期連続損失とならないこと。



(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し法

人税法の規定による単行本在庫

調整勘定の繰入限度額の洗替え

による評価減をおこない売上原

価に算入しております。

当期繰入額 181,970千円

当期戻入額 187,030千円

差引 △5,060千円

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し、

販売可能期間を合理的に見積も

った会社計算に基づく計上基準

による単行本在庫調整勘定の洗

替えによる評価減をおこない売

上原価に算入しております。

当期繰入額 50,993千円

当期戻入額 53,974千円

差引 △2,981千円
 

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品期末たな卸高に対し法人税

法の規定による単行本在庫調整

勘定の繰入限度額の洗替えによ

る評価減をおこない売上原価に

算入しております。

当期繰入額 53,974千円

当期戻入額 187,030千円

差引 △133,056千円

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 233千円

受取手数料 1,200千円

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 162千円

受取配当金 189,163千円

受取手数料 3,000千円

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 344千円

受取手数料 8,070千円

為替差益 7,928千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 14,431千円

社債利息 4,870千円

株式交付費 1,674千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 17,645千円

社債利息 3,640千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 25,939千円

社債利息 9,740千円

株式交付費 1,674千円

※４ 当社では、平成18年５月に新

顧客管理システムを完成させ使

用開始いたしました。また、平

成18年10月に旧顧客管理システ

ムより全てのデータを移管して

おります。 

 新旧システムのデータ移管

後、システムの保有するデータ

との整合性等を精査してまいり

ましたが、旧顧客管理システム

の保有する個人別前受金残高の

うち、過年度における個人顧客

別前受金の売上高への振替処理

が不足となっていることが判明

いたしました。 

 これに伴う過年度の修正額は

以下のとおりであります。

過年度損益修正益 52,884千円

※４  ────── ※４ 当社では、平成18年５月に新

顧客管理システムを完成させ使

用開始いたしました。また、平

成18年10月に旧顧客管理システ

ムより全てのデータを移管して

おります。 

 新旧システムのデータ移管

後、システムの保有するデータ

との整合性等を精査してまいり

ましたが、旧顧客管理システム

の保有する個人別前受金残高の

うち、過年度における個人顧客

別前受金の売上高への振替処理

が不足となっていることが判明

いたしました。 

 これに伴う過年度の修正額は

以下のとおりであります。

  過年度損益修正益 52,884千円

  

 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

固定資産除却損 304千円

 (工具器具 
  及び備品

304千円)

※５ 特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。

固定資産除却損 2,142千円

 (工具器具
  及び備品

1,041千円)

 (建物附属
 設備

1,100千円)

役員退職慰労金 5,700千円
 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

固定資産除却損 1,987千円

(工具器具 
 及び備品 1,173千円)

(建物 489千円)

(車両運搬具 323千円)

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 33,336千円

無形固定資産 111,692千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 27,178千円

無形固定資産 109,167千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 69,525千円

無形固定資産 223,676千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 自己株式の種類及び総数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   市場への処分による減少 5,000株 

  

当中間会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

１ 自己株式の種類及び総数に関する事項 
  
  該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

１ 自己株式の種類及び総数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   市場への処分による減少 5,000株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,000 ― 5,000 ―

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,000 ― 5,000 ─



(リース取引関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額および中間期末残高相

当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額および中間期末残高相

当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額および期末残高相当額

勘定科目

取得価額 

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

（千円）

ソフトウ

ェア
5,625 5,625 ―

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額 

相当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

（千円）

ソフトウ

ェア
180,300 22,103 158,196

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

期末残高

相当額 

（千円）

ソフトウ

ェア
122,200 4,073 118,126

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

およびリース資産減損勘定期末残

高相当額

１年内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

１年内 34,703千円

１年超 127,266千円

合計 161,969千円

１年内 23,472千円

１年超 96,819千円

合計 120,291千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損損

失

支払リース料 123千円

減価償却費 
相当額

117千円

支払利息相当額 0千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損損

失

支払リース料 18,116千円

減価償却費
相当額

18,030千円

支払利息相当額 1,693千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損損

失

支払リース料 2,285千円

減価償却費
相当額

4,190千円

支払利息相当額 254千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失

はありません。

（減損損失について）

同左

 

（減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年11月30日） 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年11月30日） 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末（平成19年５月31日） 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

    該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

    該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

    該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

１株当たり純資産額 13,312円99銭 １株当たり純資産額 12,411円81銭 １株当たり純資産額 11,149円08銭

１株当たり 
中間純利益金額

643円22銭
１株当たり 
中間純利益金額

1,262円73銭
１株当たり
当期純損失金額

1,631円78銭

 

潜在株式調整後   
１株当たり中間   
純利益金額

631円28銭
 なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

はありますが、希薄化を有しないた

め記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、1株当たり

当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

前中間会計期間末
(平成18年11月30日)

当中間会計期間末
(平成19年11月30日)

前事業年度末 
(平成19年５月31日)

中間貸借対照表(貸借対照表)の 
純資産の部の合計額 （千円）

1,497,711 1,396,328 1,254,271

普通株式に係る純資産額 
          （千円）

1,497,711 1,396,328 1,254,271

普通株式の発行済株式数（株） 112,500 112,500 112,500

普通株式の自己株式数 （株） ― ─ ─

１株当たり純資産額の算定に用
い ら れ た 普 通 株 式 の 数
（株）

112,500 112,500 112,500
 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

中間損益計算書上の中間純利
益又は当期純損失  (千円)

66,861 142,056 △176,578

普通株式に係る中間純利益又
は当期純損失    (千円)

66,861 142,056 △176,578

普通株主に帰属しない金額
          (千円)

― ─ ─

普通株式の期中平均株式数
          (株）

103,948 112,500 108,212

中間(当期)純利益調整額 

          (千円)
― ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要

な内訳       （株） 

    新株予約権 1,965 ─ ―

普通株式増加数   （株） 1,965 ─ ―

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概要 ―

 平成17年11月25日開

催の臨時株主総会決議

による平成17年12月８

日発行の新株予約権

（ストックオプショ

ン）3,950個（普通株

式）

―



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

  

     ―――――

 

１ 当社は、平成20年１月17日開催 

 の取締役会の決議により、新たに 

 子会社を設立することといたしま 

 した。 

(1)設立会社の名称、事業内容、規

模 

 ①名称 

  株式会社アルクグローバル 

 ②事業内容 

  留学関連・出版事業 

 ③規模 

  資本金     20,000千円 

(2)設立の時期 

 平成20年２月末日（予定） 

(3)取得する株式の数、取得価額及 

 び取得後の持分比率等 

 ①発行済株式数  400株 

 ②取得株数    240株 

 ③取得価額    12,000千円 

 ④持分比率    60％

 

   

１ 当社は、平成19年６月28日開催 

 の取締役会の決議により、子会社 

 であるグローバルパートナーズ株 

 式会社の当社保有株式のうち、同 

 社発行済株式の26％である312株 

 を売却することを決定し、平成19 

 年６月30日に株式譲渡を完了いた 

 しました。また平成19年７月30日 

 開催の取締役会において、当社が 

 現在保有する同社発行済株式の19 

 ％である228株を売却するとを決 

 定いたしました。   

（1）売却の理由 

  留学斡旋事業分野の更なるシェ 

 ア拡大を目指すことで、新規顧客 

 および既存顧客への充実したサー 

 ビスに提供を目的としてグローバ 

 ルパートナーズ株式会社と資本業 

 務提携を締結し、平成18年２月28 

 日をもって子会社といたしまし 

 た。    

  当社が保有する株式数は、同社 

 発行済株式の45％である540株で 

 ありましたが、当社は同社との資 

 本業務提携により予定していた事 

 実上のシナジー成果の期待減、為 

 替変動による原価増および販売面 

 の不幸率な費用増等による損益状 

 況の悪化を勘案し、平成19年６月 

 28日開催の取締役会において当社 

 保有株式のうち同社発行済株式の 

 26％である312株を売却すること 

 と決定いたしました。また、当社 

 は同社株式の売却以降も経営戦略 

 の見直し、経営方針の策定を行っ 

 てまいりましたが、同社への資本 

 提携によるシナジー効果を見出す 

 には至らなかったため、平成19年 

 ７月30日開催の取締役会において 

 、当社が保有する残りの株式であ 

 る同社発行済株式の19％である 

 228株を売却することを決定いた 

 しました。なお、当社は平成19年 

 ７月30日に平成19年10月1日の売 

 却先との間で株式譲渡契約を締結 

 いたしました。



 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年６月１日
至 平成19年11月30日)

前事業年度
(自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日)

 

 

（2）株式の売却先

①平成19年６月30日

売却先 株数（株） 譲渡金額（千円）

山田 実 252 12,600
谷 昌樹 60 3,000
合計 312 15,600

 売却損益        －千円

売却後の持分比率   19.0％

②平成19年10月１日

売却先 株数（株） 譲渡金額（千円）

山田 実 228 11,400

 売却損益       －千円

売却後の持分比率    －％

（3）売却の時期平成19年６月末日

       平成19年10月１日

（4）異動する子会社の概要

①商号 グローバルパートナーズ 

  株式会社

②代表者 代表取締役社長 

   山田 実

③本店所在地 東京都新宿区 

   西新宿二丁目６番１号

④主な事業内容 留学斡旋事業

⑤資本金 60,000千円

２ 新株予約権の発行 

  当社は、平成19年８月29日開催 

 の当社第４回定時株主総会におい 

 て、当社取締役に対するストック 

 オプションとして、非金銭報酬の 

 年額５千万円を範囲とした新株予 

 約権を発行することを決議いたし 

 ました。新株予約権の発行の日お 

 よび行使期間ならびに行使価格に 

 ついては、各事業年度における定 

 定時株主総会の日から1年以内の 

 日に開催される取締役会において 

 随時決定いたします。なお、詳細 

 につきましては、第一部第４「提 

 出会社の状況（８）ストックオプ 

 ション制度の内容」に記載してお 

 ります。 

(1) 新株予約権の数 

  600個 

(2) 新株予約権の目的となる株式の 

  種類 

  種類 普通株式 

(3) 新株予約権の目的となる株式の 

  数 

  600個   



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

  

（１）
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度（第４期） 
（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）

平成19年８月30日
関東財務局長に提出。

（２） 臨時報告書
証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する
内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく

平成19年10月１日 
関東財務局長に提出。

（３） 訂正届出書 訂正届出書（有価証券届出書の訂正届出書）
平成20年２月20日 
関東財務局長に提出。

（４） 訂正報告書
訂正報告書（事業年度（第３期）（自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日）有価証券報告書の訂正報告書）

平成20年２月20日 
関東財務局長に提出。

（５） 訂正報告書
訂正報告書（事業年度（第４期）（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）有価証券報告書の訂正報告書）

平成20年２月20日 
関東財務局長に提出。

（６） 訂正報告書
訂正報告書（事業年度（第４期中）（自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日）半期報告書の訂正報告書）

平成20年２月20日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成19年２月19日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 

  
太陽ＡＳＧ 監査法人 

  
 

  
 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルクの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルク及び連結子会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記事項 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、連結会社は

当中間連結会計期間から「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関する会計基準」を適用してい

るため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、連結会社は

当中間連結会計期間から「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」及び「金融商品に関する会計基

準」を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

代表社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 小 坂 義 人 ㊞

業務執行社員 公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成20年２月22日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 

  
太陽ＡＳＧ 監査法人 

  
 

  
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アルクの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルク及び連結子会社の平成19年11月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追加情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり、連結会社は当連結会計年度

から単行本在庫調整勘定による棚卸資産の評価減額の計算方法を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

指定社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

業務執行社員

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成19年２月19日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 

  
太陽ＡＳＧ 監査法人 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルクの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第４期事業年度の中間会計期間

（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社アルクの平成18年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

追記事項 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会

計期間から「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」及び「金融商品に関する会計基準」を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

  

  

  

代表社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 小 坂 義 人 ㊞

業務執行社員 公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成20年２月22日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 

  
太陽ＡＳＧ 監査法人 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アルクの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第５期事業年度の

中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社アルクの平成19年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追加情報 

「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり、会社は当事業年度から単行本在

庫調整勘定による棚卸資産の評価減額の計算方法を変更している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな 

 い。 

以 上

指定社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

業務執行社員

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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